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報告第１号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めることについて）
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報告第１号1  
報告第１号 

 

専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、議会において指定されてい

る下記事項について専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

  令和５年２月22日報告 

 

飯田市長 佐 藤  健 
 

記 

 

専決第31号 損害賠償の額を定めることについて 



報告第１号2  
専決第31号 

 

損害賠償の額を定めることについて 

 

下記のとおり観光施設維持に係る事故による損害を賠償する。 

 

令和４年12月７日専決 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

１ 相手方 飯田市内在住者 

 

２ 事故の概要 

令和４年10月２日午前８時頃、飯田市南信濃和田456番地１の飯田市南信濃地域農産物等活

用型総合交流促進施設及び飯田市南信濃温泉交流施設の駐車場において、当該駐車場の草刈り

をしていた際に草刈り機が跳ね上げた小石が、当該駐車場付近に駐車していた相手方所有の軽

貨物自動車の右側リアガラスに当たり、破損する損害を与えた。 

 

３ 損害賠償額 92,202円 

 



報告第２号1  
報告第２号 

 

専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、議会において指定されてい

る下記事項について専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

  令和５年２月22日報告 

 

飯田市長 佐 藤  健 
 

記 

 

専決第30号 損害賠償の額を定めることについて 



報告第２号2  
専決第30号 

 

損害賠償の額を定めることについて 

 

下記のとおり児童厚生施設維持に係る事故による損害を賠償する。 

 

令和４年11月18日専決 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

１ 相手方 飯田市内在住者 

 

２ 事故の概要 

令和４年10月５日午後１時10分頃、飯田市座光寺1726番地１の飯田市座光寺児童センター

敷地において、職員が草刈りをしていた際に草刈り機が跳ね上げた小石が、同敷地に駐車した

相手方所有の軽乗用自動車の右側前部ドアに当たり、破損する損害を与えた。 

 

３ 損害賠償額 116,820円 

 



議案第１号1 

 

議案第１号 

 

監査委員の選任について 

 

 下記の者を、飯田市監査委員に選任したいから、地方自治法（昭和22年法律第67号）第196条

第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

  令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市内在住 戸﨑 博 





議案第２号1 

議案第２号 

 

固定資産評価審査委員会の委員の選任について 

 

 下記の者を、飯田市固定資産評価審査委員会の委員に選任したいから、地方税法（昭和25年法

律第226号）第423条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市内在住 大田中 峰雄 





議案第３号1 

議案第３号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

 下記の者を、人権擁護委員の候補者として推薦したいから、人権擁護委員法（昭和24年法律第

139号）第６条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 

  令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市内在住 塩澤 由美子 

 

飯田市内在住 橋爪 和子 

 

飯田市内在住 藤本 泰夫 

 

飯田市内在住 塩澤 忍 





議案第４号1 

議案第４号 

 

飯田市南部財産区管理委員の選任について 

 

 下記の者を、飯田市南部財産区管理委員に選任したいから、飯田市南部財産区管理会条例（昭

和32年飯田市条例第47号）第３条の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市内在住 小澤 勝美 





議案第５号1 

議案第５号 

 

飯田市中央財産区管理委員の選任について 

 

 下記の者を、飯田市中央財産区管理委員に選任したいから、飯田市中央財産区管理会条例（昭

和32年飯田市条例第48号）第３条の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市内在住 奈良 祥夫 





議案第６号1 

議案第６号 

 

飯田市長野原財産区管理委員の選任について 

 

 下記の者を、飯田市長野原財産区管理委員に選任したいから、飯田市長野原財産区管理会条例

（昭和33年飯田市条例第39号）第３条の規定により、議会の同意を求める。 

 

  令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市内在住 吉川 恒夫 

 

飯田市内在住 今村 良博 

 

飯田市内在住 下井田 昭二 

 

飯田市内在住 宮澤 和宏 

 

飯田市内在住 髙橋 悦夫 





議案第７号1 

 

議案第７号 

 

飯田市上川路財産区管理委員の選任について 

 

 下記の者を、飯田市上川路財産区管理委員に選任したいから、飯田市上川路財産区管理会条例

（昭和33年飯田市条例第42号）第３条の規定により、議会の同意を求める。 

 

  令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市内在住 井口 昇治 

 

飯田市内在住 木下 義博 

 

飯田市内在住 江本 好美 

 

飯田市内在住 塩澤 勝久 

 

飯田市内在住 関島 貴文 





議案第８号1 

 

議案第８号 

 

飯田市山本区財産区管理委員の選任について 

 

 下記の者を、飯田市山本区財産区管理委員に選任したいから、飯田市山本区財産区管理会条例

（昭和40年飯田市条例第65号）第３条の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市内在住 中嶋 美三 

 

飯田市内在住 井原 寿比古 

 

飯田市内在住 原 裕治 

 

飯田市内在住 伊坪 一徳 

 

飯田市内在住 濱島 宏夫 

 

飯田市内在住 金澤 寿和 





議案第９号1 

 

議案第９号 

 

飯田市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

飯田市手数料条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市手数料条例の一部を改正する条例（案） 

 

 飯田市手数料条例（平成12年飯田市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 別表第２の都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第１項の規定による低炭素建築物新築等

計画の認定の申請に対する審査の項及び都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第１項の規定

による認定を受けた低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に対する審査の項を次のように

改める。 

都市の

低炭素

化の促

進に関

する法

律第54

条第１

項の規

定によ

る低炭

素建築

物新築

等計画

の認定

の申請

に対す

る審査 

適合証（登録

住宅性能評価

機関その他の

登録建築物調

査機関が認定

基準に適合す

ると証明した

書類をいう。

以下同じ。）

により当該計

画が都市の低

炭素化の促進

に関する法律

第54条第１項

第１号に掲げ

る基準に適合

すると市長が

認めた場合 

性能基準（建築

物エネルギー消

費性能基準等を

定める省令（平

成28年経済産業

省令・国土交通

省令第１号。以

下「基準省令」

という。）を実

施するために国

土交通大臣が定

める計算方法で

適用を確認する

方法をいう。以

下同じ。）又は

誘導仕様基準

（基準省令を実

施するために国

土交通大臣が定

める仕様への適

用を確認する方

法をいう。以下

同じ。）による 

一戸建ての住宅 １棟 5,000円 

共同住宅

等 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 10,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 21,000円 



議案第９号2 

 

場合     

標準入力法（基

準省令第１条第

１項第１号イに

規定する基準の

適合を確認する

方法であって、

全ての室につい

て計算を行うも

のをいう。以下

同じ。）若しく

は主要室入力法

（基準省令第１

条第１項第１号

イに規定する基

準の適合を確認

する方法であっ

て、主要ではな

い室の計算を省

略できるものを

いう。以下同

じ。）又はモデ

ル建物法（基準

省令第１条第１

項第１号ロに規

定する基準の適

合を確認する方

法をいう。以下

同じ。）による

場合 

上記２区

分以外の

建築物

（以下

「非住

宅」とい

う。） 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 10,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 17,000円 

上記区分以外

の場合 

性能基準による

場合 

一戸建て

の住宅 

床面積の合計が

200平方メートル

未満のもの 

１棟 34,000円 

床面積の合計が

200平方メートル

以上のもの 

１棟 38,000円 

共同住宅

等 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 68,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 114,000円 



議案第９号3 

 

誘導仕様基準に

よる場合 

一戸建て

の住宅 

床面積の合計が

200平方メートル

未満のもの 

１棟 18,000円 

床面積の合計が

200平方メートル

以上のもの 

１棟 19,000円 

共同住宅

等 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 33,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 57,000円 

モデル建物法に

よる場合 

非住宅 床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 86,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 109,000円 

標準入力法又は

主要室入力法に

よる場合 

非住宅 床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 224,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 280,000円 

都市の

低炭素

化の促

進に関

する法

律第55

条第１

項の規

定によ

る認定

を受け

た低炭

素建築

物新築

等計画

の変更

の認定

の申請

認定を受けた

低炭素建築物

新築等計画の

都市の低炭素

化の促進に関

する法律第54

条第１項に係

る事項の変更

で、適合証に

より当該変更

が都市の低炭

素化の促進に

関する法律第

54条第１項第

１号に掲げる

基準に適合す

ると市長が認

めた場合 

性能基準又は誘

導仕様基準によ

る場合 

一戸建ての住宅 １棟 3,000円 

共同住宅

等 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 5,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 11,000円 

標準入力法、主

要室入力法又は

モデル建物法に

よる場合 

非住宅 床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 5,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 9,000円 



議案第９号4 

 

に対す

る審査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記区分以外

の場合 

性能基準による

場合 

一戸建て

の住宅 

床面積の合計が

200平方メートル

未満のもの 

１棟 18,000円 

床面積の合計が

200平方メートル

以上のもの 

１棟 20,000円 

共同住宅

等 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 35,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 57,000円 

誘導仕様基準に

よる場合 

一戸建て

の住宅 

床面積の合計が

200平方メートル

未満のもの 

１棟 9,000円 

床面積の合計が

200平方メートル

以上のもの 

１棟 

 

10,000円 

共同住宅

等 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 17,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 28,000円 

モデル建物法に

よる場合 

非住宅 床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 43,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 55,000円 

標準入力法又は

主要室入力法に

よる場合 

非住宅 床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 112,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 141,000円 

 別表第２の建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第12条第１項又は第13条第２項の

規定による建築物エネルギー消費性能適合性判定の項中 

「   

 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第35条第１項第１

号に掲げる基準に適合すると市長が認めた場合 
 を 

  」 
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「   

 通知書（登録建築物エネルギー消費性能判定機関（建築物のエネル

ギー消費性能の向上に関する法律第15条に規定するものをいう。）

が判定基準に適合すると認めた書類をいう。以下同じ。）により建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第35条第１項第１号

に掲げる基準に適合すると市長が認めた場合 

 に、 

  」 

「   

 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令

（平成28年経済産業省令・国土交通省令第１号。

以下「基準省令」という。）第１条第１項第１号

ロに規定する一次エネルギー消費量モデル建築物

において国土交通大臣が定める方法（以下「モデ

ル建物法」という。）により計算した場合 

 を 

  」 

「   

 モデル建物法による場合  に改め、 

  」 

同表の建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第12条第２項又は第13条第３項の規定に

よる変更の建築物エネルギー消費性能適合性判定の項中 

「    「   

 建築物のエネル

ギー消費性能の

向上に関する法

律第35条第１項

第１号に掲げる

基準に適合する

と市長が認めた

場合 

 を 

通知書により建

築物のエネルギ

ー消費性能の向

上に関する法律

第35条第１項第

１号に掲げる基

準に適合すると

市長が認めた場

合 

 に改め、 

  」  」 

同表の建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第34条第１項の規定による建築物エネル

ギー消費性能向上計画の認定の申請に対する審査の項及び建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第36条第１項の規定による建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定の申請に

対する審査の項を次のように改める。 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

適合証により

当該計画が建

築物のエネル

ギー消費性能

の向上に関す

る法律第35条

第１項第１号

性能基準又は誘

導仕様基準によ

る場合 

一戸建ての住宅 １棟 5,000円 

共同住宅

等 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 10,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 21,000円 



議案第９号6 

 

律第34

条第１

項の規

定によ

る建築

物エネ

ルギー

消費性 

能向上

計画の

認定の

申請に

対する

審査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に掲げる基準

に適合すると

市長が認めた

場合 

標準入力法、主

要室入力法又は

モデル建物法に

よる場合 

非住宅 床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 10,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 17,000円 

上記区分以外

の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能基準による

場合 

一戸建て

の住宅 

床面積の合計が

200平方メートル

未満のもの 

１棟 34,000円 

床面積の合計が

200平方メートル

以上のもの 

１棟 38,000円 

共同住宅

等 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 68,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 114,000円 

誘導仕様基準に

よる場合 

一戸建て

の住宅 

床面積の合計が

200平方メートル

未満のもの 

１棟 18,000円 

床面積の合計が

200平方メートル

以上のもの 

１棟 19,000円 

共同住宅

等 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 33,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 57,000円 

モデル建物法に

よる場合 

非住宅 床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 86,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 109,000円 

標準入力法又は

主要室入力法に

よる場合 

非住宅 床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 224,000円 



議案第９号7 

 

 

 

 

 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 280,000円 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第36

条第１

項の規

定によ

る建築

物エネ

ルギー

消費性

能向上

計画の

変更の

認定の

申請に

対する

審査 

適合証により

当該計画が建

築物のエネル

ギー消費性能

の向上に関す

る法律第35条

第１項第１号

に掲げる基準

に適合すると

市長が認めた

場合 

性能基準又は誘

導仕様基準によ

る場合 

一戸建ての住宅 １棟 3,000円 

共同住宅

等 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 5,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 11,000円 

標準入力法、主

要室入力法又は

モデル建物法に

よる場合 

非住宅 床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 5,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 9,000円 

上記区分以外

の場合 

性能基準による

場合 

一戸建て

の住宅 

床面積の合計が

200平方メートル

未満のもの 

１棟 18,000円 

床面積の合計が

200平方メートル

以上のもの 

１棟 20,000円 

共同住宅

等 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 35,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 57,000円 

誘導仕様基準に

よる場合 

一戸建て

の住宅 

床面積の合計が

200平方メートル

未満のもの 

１棟 9,000円 

床面積の合計が

200平方メートル

以上のもの 

１棟 10,000円 

共同住宅

等 

床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 17,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 28,000円 
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モデル建物法に

よる場合 

非住宅 床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 43,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 55,000円 

標準入力法又は

主要室入力法に

よる場合 

非住宅 床面積の合計が

300平方メートル

未満のもの 

１棟 112,000円 

床面積の合計が

300平方メートル

以上のもの 

１棟 141,000円 

 別表第２備考３中「の住戸の数及び」を「に係る」に改め、同表備考５中「建築物に係るエネ

ルギーの使用の合理化の一層の促進その他の建築物の低炭素化の促進のために誘導すべき基準

（平成24年経済産業省、国土交通省、環境省告示第119号）Ⅰ第２第２項２―３(2)ロ」を「基準

省令第４条第３項第２号」に改める。 

 別表第３中２の項から13の項までを次のように改める。 

２ 法第７条第１項又

は法第18条第17項の

規定による完了検査 

床面積の合計が30平方

メートル以内のもの 

法第７条の５に該当

する建築物 

１件 12,000円 

上記以外 １件 13,000円 

床面積の合計が30平方

メートルを超え、100

平方メートル以内のも

の 

法第７条の５に該当

する建築物 

１件 14,000円 

上記以外 １件 17,000円 

床面積の合計が100平方

メートルを超え、200平

方メートル以内のもの 

法第７条の５に該当

する建築物 

１件 19,000円 

上記以外 １件 22,000円 

床面積の合計が200平方

メートルを超え、500平

方メートル以内のもの 

法第７条の５に該当

する建築物 

１件 26,000円 

上記以外 １件 32,000円 

床面積の合計が500平方

メートルを超えるもの 

法第７条の５に該当

する建築物 

１件 43,000円 

上記以外 １件 53,000円 

３ 法第42条第１項第５号の規定による道路の位置の指定の申請に対

する審査 

１件 50,000円 

４ 法第43条第２項第１号の規定による建築の認定の申請に対する審

査  

１件 28,000円 

５ 法第85条第６項の

規定による仮設建築

物の建築の許可の申

請に対する審査 

許可の期間１月を超えるもの １件 120,000円 

許可の期間１月以内のもの １件 60,000円 

６ 法第86条第１項の 建築物の数が１又は２である場合 １件 79,000円 



議案第９号9 

 

規定による１又は２

以上の建築物に関す

る特例の認定の申請

に対する審査 

建築物の数が３以上である場合 １件 79,000円に２

を超える建築

物の数に

28,000円を乗

じて得た額を

加えた額 

７ 法第86条第２項の

規定による複数の建

築物に関する特例の

認定の申請に対する

審査 

建築物（既存建築物を除く。以下この項にお

いて同じ。）の数が１である場合 

１件 79,000円 

建築物の数が２以上である場合 １件 79,000円に１

を超える建築

物の数に

28,000円を乗

じて得た額を

加えた額 

８ 法第86条の２第１

項の規定による一敷

地内認定建築物以外

の建築物の新築又は

一敷地内認定建築物

の増築等の認定の申

請に対する審査 

 

新築又は増築等に係る建築物の数が１である

場合 

１件 79,000円 

新築又は増築等に係る建築物の数が２以上で

ある場合 

１件 79,000円に１

を超える新築

又は増築等に

係る建築物の

数に28,000円

を乗じて得た

額を加えた額 

９ 法第86条の５第１項の規定による一の敷地内の建築物の認定の取

消しの申請に対する審査 

１件 6,400円に現

に存する建築

物の数に

12,000円を乗

じて得た額を

加えた額 

10 法第86条の８第１項の規定による特例の認定又は同条第３項の規

定による変更の認定の申請に対する審査 

１件 27,000円 

11 法第６条第１項第４号に該当する建築物に係る法第87条の２第１

項の規定による特例の認定又は同条第２項において準用する法第86

条の８第３項の規定による特例の変更の申請に対する審査 

１件 28,000円 

12 法第87条の３第６

項の規定による一時

的な用途変更に係る

許可の申請に対する

審査 

許可の期間が１月を超えるもの １件 120,000円 

許可の期間が１月以内のもの １件 60,000円 

13 法第88条第１項に

おいて準用する法第

６条第１項の規定に 

工作物を築造する場合（次の区分に掲げる場

合を除く。） 

１件 

 

12,000円 
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よる確認の申請又は

法第18条第２項の規

定による通知に対す

る審査 

確認を受けた工作物の計画を変更して工作物

を築造する場合 

１件 7,000円 

 

 別表第３に次のように加える。 

14 法第88条第１項において準用する法第７条第１項又は法第18条第

17項の規定による完了検査 

１件 13,000円 

15 飯田市特別用途地区建築条例（平成19年飯田市条例第65号）第３

条第１項ただし書の規定による許可の申請に対する審査 

１件 180,000円 

16 飯田市特定用途制限地域建築条例（平成20年飯田市条例第34号）

第４条第１項ただし書の規定による許可の申請に対する審査 

１件 180,000円 

17 飯田市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平

成31年飯田市条例第14号）第10条第１項の規定による許可の申請に

対する審査 

１件 180,000円 

 別表第３備考２中「３の項」を「２の項」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日（次項において「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の飯田市手数料条例別表第２の規定は、施行日以後に受け付けた申請

に対する審査に係る手数料から適用し、施行日前に受け付けた申請に対する審査に係る手数料

については、なお従前の例による。 



議案第10号1 

 

 

議案第10号 

 

飯田市有線テレビジョン放送施設条例及び飯田市遠山郷有線テレ

ビジョン放送施設条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 飯田市有線テレビジョン放送施設条例及び飯田市遠山郷有線テレビジョン放送施設条例の一部

を改正する条例を下記のとおり制定する。 

 

  令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市有線テレビジョン放送施設条例及び飯田市遠山郷有線テレビジョ

ン放送施設条例の一部を改正する条例（案） 

 

 （飯田市有線テレビジョン放送施設条例の一部改正） 

第１条 飯田市有線テレビジョン放送施設条例（平成17年飯田市条例第19号）の一部を次のよう

に改正する。 

 附則に次の１条を加える。 

 （申請の特例） 

第６条 第６条第２項の規定にかかわらず、令和５年７月１日以後は、市長に申請することが

できない。 

 （飯田市遠山郷有線テレビジョン放送施設条例の一部改正） 

第２条 飯田市遠山郷有線テレビジョン放送施設条例（平成17年飯田市条例第47号）の一部を次

のように改正する。 

 附則に次の１項を加える。 

 （申請の特例） 

５ 第６条第２項の規定にかかわらず、令和５年７月１日以後は、市長に申請することができ

ない。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 





議案第11号1 

 

議案第11号 

 

飯田市中山間地域における地域振興住宅の運営に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 

 

 飯田市中山間地域における地域振興住宅の運営に関する条例の一部を改正する条例を下記のと

おり制定する。 

 

  令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市中山間地域における地域振興住宅の運営に関する条例の一部を改

正する条例（案） 

 

 飯田市中山間地域における地域振興住宅の運営に関する条例（平成22年飯田市条例第18号）の

一部を次のように改正する。 

 別表中 

「 

下久堅虎岩第１地域振興住宅 飯田市虎岩510番地10   

上久堅原平第１地域振興住宅 飯田市上久堅1036番地３  

                                          」 

を 

「 

下久堅虎岩第１地域振興住宅 飯田市虎岩510番地10  

                                          」 

に、 

「 

上久堅風張第３地域振興住宅 飯田市上久堅7567番地３   

上久堅堂平第１地域振興住宅 飯田市上久堅9364番地３  

                                          」 

を 

「 

上久堅風張第３地域振興住宅 飯田市上久堅7567番地３  

                                          」 

に改める。 

 

   附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 





議案第12号1 

 

 

議案第12号 

 

飯田市授産施設条例及び飯田市社会福祉審議会条例の一部を改正

する条例の制定について 

 

飯田市授産施設条例及び飯田市社会福祉審議会条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定

する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市授産施設条例及び飯田市社会福祉審議会条例の一部を改正する条

例（案） 

 

 （飯田市授産施設条例の一部改正） 

第１条 飯田市授産施設条例（平成12年飯田市条例第13号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第２項中「第30条第２項」を「第30条第３項第２号」に、「厚生労働大臣」を「主務

大臣」に改める。 

 （飯田市社会福祉審議会条例の一部改正） 

第２条 飯田市社会福祉審議会条例（平成15年飯田市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第１項第１号中「第77条第１項各号」を「第72条第１項各号」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 





議案第13号1 

議案第13号 

 

飯田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例の制定について 

 

飯田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を下

記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例（案） 

 

飯田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年飯田市条例第50

号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項中「次条第１項」の次に「、第７条の３第２項」を加える。 

第７条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、家庭的保育事業所等

ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外で

の活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活における安全に関する

指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等における安全に関する事項についての計

画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を

講じなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修及び

訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう、

保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更

を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のための移動そ

の他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際

に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利用乳幼児

の所在を確認しなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列

の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその

他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少ないと認められ
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るものを除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼

児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認（利用乳幼児の

降車の際に限る。）を行わなければならない。 

第11条中「設置するときは」の次に「、その行う保育に支障がない場合に限り」を加え、同条

ただし書を削る。 

第14条を次のように改める。 

第14条 削除 

第15条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん

延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」

に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第14条の改正規定は、公布の日から

施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の飯田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

第７条の３第２項の規定の適用については、家庭的保育事業者等において利用乳幼児の送迎を

目的とした自動車を日常的に運行する場合であって、当該自動車に同項に規定するブザーその

他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置（以下この項において「ブザー等」とい

う。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な事情があるときは、令和６年３月31日

までの間、当該自動車にブザー等を備えないことができる。この場合において、利用乳幼児の

送迎を目的とした自動車を日常的に運行する家庭的保育事業者等は、ブザー等の設置に代わる

措置を講じて利用乳幼児の所在の確認を行わなければならない。 



議案第14号1 

議案第14号 

 

飯田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

飯田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を下記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例（案） 

 

飯田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成26

年飯田市条例第51号）の一部を次のように改正する。 

「第19条第１項第１号」を「第19条第１号」に、「第19条第１項第２号」を「第19条第２号」

に、「第19条第１項第３号」を「第19条第３号」に改める。 

第５条第２項第１号中「第19条第１項各号」を「第19条各号」に改め、同項第３号中「同項第

３号」を「同条第３号」に改める。 

第７条第３項中「同項第２号」を「同条第２号」に改める。 

第９条中「第19条第１項各号」を「第19条各号」に改める。 

第16条第１項第３号中「第25条」を「第25条第１項」に改める。 

第27条を次のように改める。 

第27条 削除 

第36条第２項及び第３項中「同項第２号」を「同条第２号」に改める。 

第37条第２項及び第３項中「同項第１号」を「同条第１号」に改める。 

第53条第２項中「同項第３号」を「同条第３号」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第27条の改正規定は、公布の日から施

行する。 





議案第15号1 

 

議案第15号 

 

飯田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

飯田市国民健康保険条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 

 

 飯田市国民健康保険条例（昭和34年飯田市条例第10号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第１項中「420,000円」を「488,000円」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、市長が健康保険法施行令（大正15年勅令第243号）第36条の規定を勘案し、必要が

あると認めるときは、規則の定めるところにより、これに３万円を上限として加算するものと

する。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の飯田市国民健康保険条例第８条第１項の規定は、この条例の施行の

日以後の出産について適用し、同日前の出産については、なお従前の例による。 

 





議案第16号1 

議案第16号 

 

飯田市上村木材工芸品加工販売施設条例を廃止する条例の制定に

ついて 

 

飯田市上村木材工芸品加工販売施設条例を廃止する条例を下記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市上村木材工芸品加工販売施設条例を廃止する条例（案） 

 

 飯田市上村木材工芸品加工販売施設条例（平成17年飯田市条例第107号）は、廃止する。 

 

附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 





議案第17号1 

議案第17号 

 

飯田市上村観光施設条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 飯田市上村観光施設条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

 

  令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市上村観光施設条例の一部を改正する条例（案） 

 

飯田市上村観光施設条例（平成17年飯田市条例第92号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中 

「 

飯田市上村大島河原河川公園 飯田市上村４番地10 

飯田市上村大平公園 飯田市上村11番地１ 

                                          」 

を 

「 

飯田市上村大島河原河川公園 飯田市上村４番地10 

                                          」 

に改める。 

 別表第２中 

「 

飯田市上村大島河原河川公園 すべての施設 終日 

飯田市上村大平公園 大平研修センター及び大平

流星オートキャンプ場 

終日 

大平グラウンド 午前９時から午後９時まで 

大平テニスコート 午前９時から午後６時まで 

                                          」 

を 

「 

飯田市上村大島河原河川公園 すべての施設 終日 

                                          」 

に改める。 

 別表第３中 
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「 

飯田市上村大島河原河川公園 11月１日から翌年の４月第３金曜日まで 

飯田市上村大平公園 11月１日から翌年の４月第３金曜日まで 

                                          」 

を 

「 

飯田市上村大島河原河川公園 11月１日から翌年の４月第３金曜日まで 

                                          」 

に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



議案第18号1 

議案第18号 

 

飯田市南信濃観光施設等条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

飯田市南信濃観光施設等条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市南信濃観光施設等条例の一部を改正する条例（案） 

 

 飯田市南信濃観光施設等条例（平成17年飯田市条例第93号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中 

「 

飯田市南信濃便ケ島森林公園施設 飯田市南信濃木沢592番地４ 

飯田市南信濃和田特産物加工施設 飯田市南信濃和田1206番地２ 

                                           」 

を 

「 

飯田市南信濃便ケ島森林公園施設 飯田市南信濃木沢592番地４ 

                                           」 

に改める。 

 別表第２中 

「 

飯田市南信濃森林林業情報発信施設 午前10時から午後５時まで 

飯田市南信濃和田特産物加工施設 午前８時30分から午後３時まで 

                                           」 

を 

「 

飯田市南信濃森林林業情報発信施設 午前10時から午後５時まで 

                                           」 

に改める。 

別表第３中 

「 

飯田市南信濃便ケ島森林公園施設 12月１日から翌年の３月31日までの日 

飯田市南信濃和田特産物加工施設 12月29日から翌年の１月３日までの日 

                                           」 

を 
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 2

「 

飯田市南信濃便ケ島森林公園施設 12月１日から翌年の３月31日までの日 

                                           」 

に改める。 

 

附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



議案第19号1  
議案第19号 

 

飯田市営住宅等条例の一部を改正する条例の制定について 

 

飯田市営住宅等条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市営住宅等条例の一部を改正する条例（案） 

 

 飯田市営住宅等条例（平成22年飯田市条例第17号）の一部を次のように改正する。 

第２条第９号中「第１条第３号」を「第１条第４号」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 





議案第20号1 

 

議案第20号 

 

飯田市営駐車場条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 飯田市営駐車場条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

 

  令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市営駐車場条例の一部を改正する条例（案） 

 

飯田市営駐車場条例（昭和46年飯田市条例第56号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「駐車難を緩和する」を「駐車の利便を高め、もって当該市街地の活性化に資する」

に改める。 

 

附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 





議案第21号1  
議案第21号 

 

飯田市病院事業条例の一部を改正する条例の制定について 

 

飯田市病院事業条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市病院事業条例の一部を改正する条例（案） 

 

 飯田市病院事業条例（平成19年飯田市条例第26号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第３項第９号を次のように改める。 

(9) 耳鼻いんこう科・頭頸
けい

部外科 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年７月１日から施行する。 

 





議案第22号1  
議案第22号 

 

飯田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

飯田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例を下記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例（案） 

 

 飯田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年飯田市条

例第60号）の一部を次のように改正する。 

 第６条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図るため、放課後児童健全育

成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成事業所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する

事業所外での活動、取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の日常生活にお

ける安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放課後児童健全育成事業所における安全に

関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全

計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研

修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう、

保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の

変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活動、取組等のための移動そ

の他の利用者の移動のために自動車を運行するときは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼そ

の他の利用者の所在を確実に把握することができる方法により、利用者の所在を確認しなけれ

ばならない。 

 第12条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第12条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、感染症及び非常

災害の発生時において、利用者に対する支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の
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体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」という。）を

策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要

な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継

続計画の変更を行うよう努めるものとする。 

 第13条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん

延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」

に改める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（安全計画の策定等に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月31日までの間、この条例による改正後の飯田市放課後

児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例第６条の２の規定の適用につい

ては、同条第１項中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、同条第２項

中「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、同条第３項中「周知しな

ければ」とあるのは「周知するよう努めなければ」とする。 



議案第23号1 

議案第23号 

 

飯田市これからの学校のあり方審議会条例の制定について 

 

飯田市これからの学校のあり方審議会条例を下記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 
 

飯田市これからの学校のあり方審議会条例（案） 
 

（設置） 

第１条 飯田市の学校（飯田市立小学校及び中学校を設置する条例（昭和42年飯田市条例第57

号）第２条に規定するものをいう。以下同じ。）を取り巻く教育環境の変化への対応に必要

な方策を調査審議するため、飯田市これからの学校のあり方審議会（以下「審議会」とい

う。）を設置する。 

（任務） 

第２条 審議会は、飯田市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応じ、次に掲げ

る事項について調査審議する。 

(1) 前条の方策に関すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、飯田市の教育行政に関し教育委員会が必要と認める事項に関

すること。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員15人以内をもって組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が任命する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) まちづくり委員会（飯田市自治基本条例（平成18年飯田市条例第40号）第14条に規定す

る委員会等をいう。）を代表する者 

(3) 教育に関する事業又は活動に携わる者 

(4) 学校に通学する児童又は生徒の保護者（当該児童又は生徒を監護する者をいう。）を代

表する者 

(5) 飯田市の区域に存する保育所又は認定こども園に通所する児童の保護者（当該児童を監

護する者をいう。）を代表する者 

(6) 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が必要と認める者 

（任期） 

第５条 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第６条 審議会に会長１人及び副会長１人を置き、委員の互選により選任する。 



議案第23号2  
２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

（会議） 

第７条 審議会の会議は、会長が招集し会長が議長となる。ただし、会長が選任されていない場

合は、教育委員会が招集する。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、教育委員会が別に定

める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（飯田市特別職の職員で非常勤の者の報酬に関する条例の一部改正） 

２ 飯田市特別職の職員で非常勤の者の報酬に関する条例（昭和37年飯田市条例第10号）の一部

を次のように改正する。 

     「 

別表中 飯田市就学相談委員会の委員 を 

                                  」 

「 

飯田市就学相談委員会の委員 
に改める。 

飯田市これからの学校のあり方審議会の委員 

                              」 

 



議案第24号1  
議案第24号 

 

飯田市プール条例の一部を改正する条例の制定について 

 

飯田市プール条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市プール条例の一部を改正する条例（案） 

 

 飯田市プール条例（平成26年飯田市条例第44号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   飯田運動公園プール条例 

 第１条中「飯田市営市民プール及び」を削る。 

 第２条第１項中「飯田市営市民プール及び」及び「これらを総称して」を削り、「）を」の次

に「飯田市三日市場1986番地に」を加え、同条第２項を削る。 

 第８条を削る。 

 第９条第３号中「第16条」を「第15条」に改め、同条を第８条とし、第10条から第14条までを

１条ずつ繰り上げる。 

 第15条第１項中「第９条」を「第８条」に改め、同条を第14条とし、第16条を第15条とする。 

 第17条第２項中「第11条」を「第10条」に改め、同条第３項中「第11条第２項、第13条及び第

14条」を「第10条第２項、第12条及び第13条」に改め、同条を第16条とし、第18条を第17条とす

る。 

 別表第１中「第11条」を「第10条」に改め、同表の１を削り、同表の２中「２ 飯田運動公園

プール」を削る。 

別表第２中「第11条」を「第10条」に改め、同表の１を削り、同表の２中「２ 飯田運動公園

プール」を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 





議案第25号1 

 

議案第25号 

 

飯田市恒川
ごんが

史跡公園条例の一部を改正する条例の制定について 

 

飯田市恒川史跡公園条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市恒川
ごんが

史跡公園条例の一部を改正する条例（案） 

 

飯田市恒川史跡公園条例（令和４年飯田市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「恒川史跡公園」を「飯田市恒川史跡公園」に改める。 

第２条中「史跡公園は、」を削り、「飯田市座光寺4636番地に」を「史跡公園を」に改め、同条

に次の１項を加える。 

２ 史跡公園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

清水エリア 飯田市座光寺4636番地 

正倉院北側エリア 飯田市座光寺4767番地８ 

 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 





議案第26号1  
議案第26号 

 

飯田市美術博物館条例の一部を改正する条例の制定について 

 

飯田市美術博物館条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

飯田市美術博物館条例の一部を改正する条例（案） 

 

 飯田市美術博物館条例（昭和62年飯田市条例第33号）の一部を次のように改正する。 

第５条中第７号を削り、第６号を第７号とし、第２号から第５号までを１号ずつ繰り下げ、第

１号の次に次の１号を加える。 

(2) 博物館資料に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られた記録をいう。）を作成し、公開すること。 

 第５条中第10号を第14号とし、第９号を第13号とし、第８号を第12号とし、第７号の次に次の

４号を加える。 

(8) 学芸員その他の博物館の事業に従事する人材の養成及び研修を行うこと。 

(9) 他の博物館、法第31条第２項に規定する指定施設その他これらに類する施設との間におい

て、資料の相互貸借、職員の交流、刊行物及び情報の交換その他の活動を通じ、相互に連携

を図りながら協力すること。 

(10)学校、図書館、研究所、公民館等の教育、学術、文化及び自然に関する諸施設と協力し、

その活動を援助すること。 

(11)伊那谷における教育、学術及び文化の振興、文化観光（法第３条第３項に規定するものを

いう。）その他の活動について地域の多様な主体との連携及び協力を図り、地域の活力の向

上に取り組むこと。 

 第13条中「第20条第１項」を「第23条第１項」に改める。 

 附則第４項を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 





議案第27号1 

議案第27号 

 

工事請負契約の一部変更について（産業用地整備事業龍江インター

産業団地整備工事） 

 

令和３年飯田市議会第４回定例会において議案第125号として議決され、及び令和４年飯田市議

会第４回定例会において議案第107号として議決を経た令和３・４年度産業用地整備事業龍江イン

ター産業団地整備工事請負契約の一部について下記のとおり変更する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

区 分 変 更 前 変 更 後 

契約の金額 272,734,000円 281,435,000円 

 





議案第28号1 

議案第28号 

 

工事請負契約の一部変更について（過年発生土木施設補助災害復旧

事業橋りょう架設工事） 

 

令和３年飯田市議会第３回定例会において議案第93号として議決を経た令和３・４年度過年発

生土木施設補助災害復旧事業橋りょう架設工事請負契約の一部について下記のとおり変更する。 

 

令和５年２月22日提出 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

記 

 

区 分 変 更 前 変 更 後 

契約の金額 564,300,000円 742,137,000円 

 





議案第29号 

 

 

令和４年度飯田市一般会計補正予算（第９号）案 

 

 

  令和４年度飯田市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

  

  （歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ2,750千円を減額し、歳入歳出予算の総額を   

歳入歳出それぞれ51,395,595千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金 

額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。 

 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

  

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

 令和５年２月22日提出 

 

 

飯田市長  佐 藤 健 
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議案第34号 

 

令和４年度飯田市病院事業会計補正予算（第２号）案 

 

第１条 令和４年度飯田市病院事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

第２条 令和４年度飯田市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支

出の予定額を次のとおり補正する。 

   （科  目）      （既決予定額）   （補正予定額）     （計） 

収        入 

  第１款 病院事業収益       14,220,671千円    △256,108千円        13,964,563千円 

  第１項 医業収益     12,811,360千円    7,015千円    12,818,375千円 

第２項 医業外収益    1,403,121千円  △263,123千円     1,139,998千円 

 

支        出 

  第１款 病院事業費用       14,525,863千円       56,500千円        14,582,363千円 

  第１項 医業費用     14,356,292千円    50,000千円    14,406,292千円 

  第２項 医業外費用     166,476千円    6,500千円      172,976千円 

 

第３条 予算第10条に定めた重要な資産の取得を次のとおり補正する。 

 追加 

   種 類     名 称     数 量 

   一般器具   院内カーテン   １式 

 

 

      令和５年２月22日提出 

 

                                        飯田市長 佐 藤 健 

病院補1



千円 千円 千円

１ 病院事業収益 14,220,671 △ 256,108 13,964,563

１ 医 業 収 益 12,811,360 7,015 12,818,375

３　その他医業収益 786,768 7,015 793,783

２ 医業外収益 1,403,121 △ 263,123 1,139,998

２　他会計負担金 436,490 △ 46,674 389,816

４　他会計補助金 326,337 △ 216,449 109,888

千円 千円 千円

１ 病院事業費用 14,525,863 56,500 14,582,363

１ 医 業 費 用 14,356,292 50,000 14,406,292

３　経費 1,819,891 50,000 1,869,891

２ 医業外費用 166,476 6,500 172,976

４　消費税 20,236 6,500 26,736

支　　　出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

令和４年度飯田市病院事業会計補正予算（第２号）実施計画

収益的収入及び支出
収　　　入

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

病院補2



千円 千円 千円

　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 △ 477,197 △ 312,608 △ 789,805

　　未払金の増減額 326,618 6,500 333,118

　　小計 1,248,865 △ 306,108 942,757

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,211,865 △ 306,108 905,757

　資金増加額 250,424 △ 306,108 △ 55,684

　資金期末残高 5,470,067 △ 306,108 5,163,959

令和４年度飯田市病院事業会計補正予算（第２号）予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

区　　　　　分 補正前の額 補　正　額 計

病院補3
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